
∪･D･C･534.る1,087.9:519.2

534.83る.2:る5る.71

航空機j騒音の統計的処理システム
Systems of Stati$ticalAnalY引S Of Aircraft Noise
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ll 緒 言

騒音公害は大気汚染,水質汚濁に次ぐ第三の公害として,

社会的に大きな問題となっており,航空機騒音をはじめとし

て,自動車騒音,工場騒音,列車騒音,環境騒音などに対す

る監視と規制が重要視されている｡特に航空機は広範囲にわ

たって高レベルの騒音をまき散らすため,被害の程度は他の

騒音に比べて大きい｡たとえば,東京国際空港における最近

1年間の絵離着陸回数は17万機を越え,その数も年間紆3%

の割で増加の傾向がみえる｡さらに機種の大形化はいっそう

騒音被害増加の傾向に拍車をかけることになろう｡被害の状

況はテレビ画面のゆれ,テレビや電話の聴取障害,会話妨害,

精神的障害など多数の苦情となって現われている｡航空機騒

音に対するこの種の被害は大阪国際空港やその他の地方空港

の周辺において,また横田(埼玉県)など基地の周辺において

も同様に問題になっている｡そのため航空機騒音による被害

を軽i成するための対策として,騒音の監視と規子別は不可欠と

なっている｡

従来,航空機馬叢書監視測定は,騒音ピーク値の平均的代表

値,たとえば中央値などによってもなされるが,音の｢うる

ささ+という観点からも評価がなされている｡航空機騒音の

｢うるささ+については,過去において,イギリスで開発され

たNNI(Noise and NumberIndex)がわが国でも多く使用さ

れてきたが,昭和47年東京,大阪国際空港周辺の騒音対策暫

定措置として,中央公害対策審議会(騒音振動部会)が報告し

た航空機騒音の｢うるきさ+の評価基準として,ICAO(イカオ:国

際民間航空機構)で勧告されたWECPNL(WeightedEquiva-

lent Continuous Perceived Noise Level)という単位を使

用することが決定された｡航空機騒音の監視規制を行なうに

は,広j或にわたる多数の観測点から大量のデータを収集し,
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統計処理を行なう必要がある｡騒音監視はデータの収集およ

び処理を,目的に応じてオンラインによる即時処理を行なう

方法と,オフラインによるバッチ処理を行なう方法とが考え

られる｡オフライン処理システムは常時監視を必要としない

場合には経済的であり,かつ調査測定要因も測定の都度自由

に選択できる特徴がある｡一方,規制を行なうなど常時監視

即時処理を目的とする場合にはオンライン処理システムが有

効である｡

本論文は空港周辺における航空機騒音の監視を行なううえ

に必要なデータの収集と統計的処理を行なうためのオフライ

ンおよぴオンライン処】璽システムの一例ならびにデ【タの解

析処玉里の実例について述べる｡以下,2から4まではオフラ

イン処理,5はオンライン処ヨ聖に関するものである｡

臣l オフライン処理システム

2.1調査測定の方法

以下に述べるものは横田基地周辺の騒音を対象としたもの

である｡調査は夏季と冬季の比較的短時日に行なう調査(こ

こでは移動調査という)と,年間を通じて行なう調査(固定

調査という)より成っている(1)｡移動調査は空港周辺の多数

の測定地点で測定調査するものであり,騒音ピーク値とか｢う

るささ+などのコンターを作成することが主目的である｡固

定調査は空港近辺の特定地点における騒音ピーク値などの騒

音レベルや発生ひん度の年間変動を調べることが主目的である｡

騒音測定のための使用機器類は,マイクロホンとマイクロ

ホン前置増幅器を含む騒音計および高速度レベル記録機,風

向風速,温度湿度などの気象観測機器などである｡固定調査

と移動調査では測定地点と測定機器の配置および調査測定項

*東京都公害研究所 =日立製作所コンピュータ第一事業部 *…日立製作所小金井分室
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図l横田基地周辺騒音調査測定地点 INIW18,ONIW17などの

記号は測定地点名を示す｡

○印:移動調査地点(日召和45年7月における例)

[コ印:固定調査地点(年間継続測定地点)

+L印:飛行高度i則定地点(昭和45年I一月における例)

H-H'間の距背任と航空機に対する仰角より高度を計算する｡

Fig.10bse｢Vation Points a｢0Und the Ai｢po｢t

員に若干の差異がある｡

(1)固定調査

図1に示すように,空港付近の南イ則A,Bの2地点と,北

側C,Dの2地点の計4地点に測定機器を設置して,年間に

わたり連続調査測定を行なった｡調査測定項目は,(i)測定年

月日,(ii)測定地点名(A地点,B地点など),Giカ騒音発生時刻,

(i＼∂騒音ピーク値dB(A),(v)飛行状況(離着陸通過の別),むD天

候(晴,曇,雨,雪,その他),如D風向(16方位),仙風速以上

8項目である｡

(2)移動調査

夏季および冬季に,それぞれ空i巷周辺の20個所前後の地点

で,5地点位を同時に二)一三均3日の割合いで調査測定した｡図

1は測定地点の一例を示すものである｡調査測定項目は.固

定調査の場合のそれらに,なお,

(i)70dB(A)における騒音継続時間,(ii)暗騒音値dB(A),(iiD

飛来機種,Gヽう飛行高度(m)(図1のH-H′の2地点で仰角を

観測し算出した),(v)温度および湿度以上5項目を追加した｡

2.2 データの収集

調査測定したデータは,本例ではいったん調査記録用紙に

転記し,その後データカードにパンチした｡この記録用紙に

はパンチャーがパンチしやすいように､データの記入欄の下

にカードのカラム番号が書き入れてある｡(7)

同 データ処理とその内容

3.1データ処理の手順とプログラム

図2は,収集されたデータの処理手順をフローチャートで

示したものである｡また,ここで使用したプログラムの概要

は次のようなもグ)である｡

(1)プログラムCHECK:主としてデ【タカードの枚数才一iよ

びそう人川即事のチェ･ソクをする｡

(2)プログラムC一二T:データカードの内容を処理しやすい

ように,いったん磁1iテープに手多し結える｡

(3)プログラムMAIN:各純調本州定安国の統計処理用プロ

グラムであって,これには洞窟調査用と格動詞食用の2純

顆があり,測定地点ごとに次の処理を行なう｡

(i)騒音ピーク仙:パワ【‾､ド士壬J(エ),算術平均と標準偏差,

中央伯,80%,90?石,95%仲,拉高値とそのLd数｡

データ原票

t

P

V.

データカ【ド

I
プログラム
CHECK′

｢

∴ト
ェラ｢リスト

｢
カウントリスト

プログラム

IR_

l

IRリスト

チェック済み
カ ー ド

l
プログラム
C一丁

l

デ叫タ

テ∵プ

正ド修

l
P

V

l

】
一一フエカ

+l十｢
プログラム プログラム

∵MA､1N OT

l l

解析リスト 分析リスト

図2 解析手順を示すフローチャート 言はパンチおよび検孔を示す｡
プログラムMAINは統計解析を主体とLたデータ処王里用,プログラムIRは気象

データの集計,航空機の寺幾種別飛来度数図の作成用,プログラムOTは要因分･析

用である｡

Fi9.2 F10W Chart for Analysis
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(ii)NNI:次に示す簡略計算による(2)｡

NNI≒吉＋1510gⅣ-67…‥‥…‥…･‥…･t……･(1)

ここで,Ⅳは一定期間における飛来磯数で,1日を畳(7:00

-19:00),夜(19:00～7:00)の2回に区分して計算した｡
(iiD WECPNL:次式によって計算する｡(3)(4)

WECPNL≒王‾＋1010gⅣ-27･･‥…‥…‥‥…‥(2)

ここで,Ⅳ=凡十3∧ら＋10∧らただし,凡は星間(7:00～19:00)

の機数,凡は夕方(19:00～20:00)の機数兆は夜間(22:00～7:00)

の機数

G功 仝測定機数 むD 曜日別平均機数

(v)-一日平均機数 如D 時間別平均機数

以上は同定,移動調査とも共通しているが,以下の項目は移

動調査データに対してのみ行なった｡

伯 騒音継続時問:算術平均,標準偏差,最高値,継続時

間の合計,1時間あたりの平均継続時間｡

(i丈)飛行高度,パワーレベル(PⅣエ)(5),筆書圧距離:機種別,

離着陸通過別に求める｡飛行高度は距離のわかっている2

地点における仰角から,また,PⅣエは次式から計算した｡

PⅣ上=エ＋2010gγ＋7.9‥…t…‥………‥=…(3)

ここで,エはdB(A)を使用｡γは音庄測定点から航空機ま

での距離｡PⅣ上を一一定として計算すれば,γは等音庄距

離となる｡

(4)プログラムIR:これは次の2種類を用意した｡

(i)機種別飛来度数分布図作成プログラム:原データから

機種別に検索し,飛来度数分布図を作成する｡

(ii)気象状況一一覧表作成プログラム:原データから離着陸

別に,天候,風向,風速を検索し作表する｡

(5)プログラムQT:数量化理論第1類(6)により,要因分析を

実行するためのプログラムである(要因分析につし､ては4を

参照)｡なお,ニれらのはかに騒音レベル度数分布図および累

積度数分布図を作成するプログラムなども用意されてし､る｡

3.2 処理結果の例

表1は1個月分の同定調潅デ【タを,前記の7Dログラムに

より処理し,作表した日報の一一例をホすものである｡なお,

日報用のプログラムも用意されている｡

移動調査データの処理結果は,固定調査のものと類似の様

式で,各測定地点ごとに作表される｡図3は移動調査データ

を処理した結果を用いて,空港周辺部における騒音の中央値

クコンターを画いた例を示すものである｡このようなコンタ

ーは適当なモデルに従って,Ⅹ-Yプロッタにより自動的に

作図することも可能である｡(7)

田 騒音の要因分析と予測

4.1要因分析の概要

ここでは要因分析法(数量化理論第1類を使用)による騒音

の解析と予測について述べる｡統計処理には前述したように

算術平均値,中央値のような基礎的統計も不可欠であるが,

各種の調査測定要因,たとえば航空機の場合には離着陸の状

態,機種,飛行高度,風向,風速,温度,湿度などと騒音ピ

ーク値との多次元的解析を求めることも,騒音の予測とし-う

点で重要であろう｡上記の要因から馬重苦の予測ができれば,

空港周辺部における騒音状況の予測とか,測定の省力化など

が可能である｡

機種とか馳着陸,風向のように本来数値で表現されていな

い要因を含む場合の予測には,数量化理論による要因分析法

が有用である｡この方法によれば,たとえばいま述べた機種,

維着陸,風向などの要因にも,騒音値が最もよく予測される

100

ト
■
■

一

■
｢
t
】
l
■
王

事
｢
1
-

57

04

1-

W
.
-
■
-
一
L
■
-
i

2S4

ー

ー

一
+

4W
.
■
-
一

S

W
】
-
-
■

S

㈲W一S2

㊨叩

†-
一

一一一一

㊨㈹

08

ハリ9

一

一

一

一

皿胤-…革･費十庵
一

一

一

一

-

▼

一

60

-
A
-
事
-

一

OS3

1

1

】

I

トー｢

ーー敏一6SOAOl

■
■
｢
■
】

≠叡
OSほ15

1

壷…
1Sほ13

80

一

一

ー
l
J
l一

叫一

ー
ー
】

75
1

1

1-トー≠---
】

敵船

1

‾一■■1
‾▲

ー轟
5Sほ03

1

事

!

_......_...._■⊥

1

1

…｢

l

l

】

l

壷
3S2EO8
1

1

】

!

I

--1
1

】-

】

】

1

1

l

1

1

l

_j

図3 空港周辺における騒音ピーク値の分布 横田基地(昭和45年

7月)における飢各地点における⑳印中の数値は実測データの中央値dB(A)

を示す｡

Fig･3 Co=tOu｢S Of Noise Peak Va■ues aro==d the Airport

ような数値を与えることができる｡また,この数値を利用L

て,各種要因と騒音値との重相関係数,偏相関係数の計算を

行なうこともできる｡

4.2 分析の方法と結果の一例

実例について説明することにする｡まず,分析対象要因と

して,騒音ピーク値dB(A),機種,離着陸,飛行高度(m)の

4要因をとった場合について述べる｡また,測定地点につい

ては図1に示したH地点を例にとった｡

表2は騒音ピーク値を外的基準にとった場合のサンプルデ

ータの一部を示したものである｡ここで,外的基準とは予測

の対象となる要因のことをいう｡表3は先に示した諸要因を

分析した結果の-一例を示したものである｡同表で∬は機種,

離着陸および高度の各要因カテゴリーに与えられた値であっ

て,この∬の低から外的基準を予測できる｡こrは次式を解く

ことにより得られる｡

同式でマトリックスダおよびA*は,表2に示したサンプル

データから求められるものである｡

アズ=A*･t･‥……‥=…‥……･‥‥･‥……･………･(4)

表3に示した結果から騒音ピーク値を予測するには,各要

因カテゴリーに与えられた数値∬と平均元の和をとればよい｡
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表l データ処理結果の一例 ラインプリンタで打ち出Lた固定調査

データ処理結果の一例(月報)を示す｡

Tablel
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3052.90 ヒョウ

1683.34 ビョウ

3013.0 キ

102.7 キ

113,7 キ

121.7 キ

129.6 キ

g9.6 キ

112.2 キ

75.0 キ

54.8 キ

2.8 キ

3.0 キ

l

l

ト

l

l

l

1

1

1

1

1

【

1

1

1

1

l

l

l

l

l

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

】

⊥
l

l

l

l

ケッカ(ガツ)** *

ソクティチテンーD

92.6 DB

92,5 DB

92.7 DB

86.6 DB

8.2 DB

87.O DB

93,O DB

95,O DB

95.O DB

l14.O DB(1カイ)

55.0

50.7

46.4

2846.53ビョウ

1723.13ビョウ

1123.39ビョウ

1906.0 キ

90.8 キ

89.7 キ

106.1キ

115.7 キ

95.4 キ

113.7 キ

58.2キ

57.8 キ

1.6 キ

2.3 キ

表2 要因分析用サンプルデータの一例 機種,離着陸,高度の3要因お

よび外的基準とLての等量苦ピーク値を,要因分析が行ないやすいように名･サン

プルデータごとに配置Lた例を示す｡

Table 2 A Portion of O｢iginalData fo｢Quntification

要困

力

テ
ゴ

り

l

てJプル

機 種 離着陸 高 度(m) 外的基準

B

70了

B

727

C

130

C

141

DC

8

F

4

フ

ア

ト
ム

離

陸

着

陸

121

1

150

151

＼

Z20

221

l

300

301

～

450

451

l

600

601

0｢

m(】｢e

隻最苦ピーク値

(dB)

l

2

3

4

5

レ

レ

レ

レ

L/

レ

L′

レ

レ

レ レ

レ

しノ

レ

レ 91

94

71

84

89

6

96

レ

レ

レ

レ レ

レ 174

l

92

合計 5 15 Z7 29 6 14 60 36 5 22 Z3 23 12 ll

表3 計算結果の一例 要因分析を行なった結果の一例である｡機種,離

着陸のような本来数イ直で表現されない要因,カテゴリーにも,最適数値が与えられて

いる｡

Table3 An Examp■e of Comp=tatio=Res=lts of Facto｢

Analysis Bas()d on Ountifi(〕ation

要 因 カテゴリー

等量書ピーク値

J

機 種

l

B707 3.98

B 727 0.52

C13D 一 了.了2

C141 2.63

DC 8 3.06

F4ファントム

離陸

6.16

2.39

離着陸

高度(m)

重相

着 陸
-

3.98

l 12卜150 - 2.26

l
15卜220 - 0.I9

22卜､300 l
- 0･51

30l～450 0.了4

45トー600 】.69

6010｢mO｢e

l

謁係数

-0.9Z

83.36

0.86

同表に示したェの値は各要因内では1F均値がゼロになるよう

にあらかじめ正規化したものである｡いま機種F4ファント

ム,離陸,高度601m以上という各要因のカテゴリーが与えら

れた場合,(表2のサンプルNo.1)の騒音ピーク値の予測値

は表3から次のようになる｡

6.16＋2.39十(-0.92)＋83.36=90.99dB(A)

この場合の実測値は91dB(A)である｡騒音継続時問の予測

も同様にして求めることができる(8)｡上記の例は騒音値の測

忘三を行なわなくても,機種,飛行状況,高度などから予測で

きることを示したものであり,さらに季節変動その他の要因

を加えて解析すれば,将来の騒音状況の予測も可能である｡

l司 オンライン処王里システム

5.1航空1幾騒音データ収集上の特徴

大気汚染,水質汚濁などの公害監視シえテムでは,データ

の収集は一方的に定時に行なわれるか,一一定の基準値を越え

れば空竿報を発するような方式をとっているが,航空機騒音デ

ータを収集処理する場合は,次の諸点に留意する必要がある｡

(1)航空機騒音ピーク他は-一般にランダムに発生するため,

騒音ピーク値の収集には,大気水質の場合とは異なった考

慮が必要である｡

(2)観測点(子局)から親局へデータを伝送する場合に,-一般

の騒音監視システムでは,騒音ピーク値,騒音継続時間な

どを観測点で検出しf云送すればよいため,この場合には†去

送呈は比較的少な〈てi角む｡

騒音データを収集するための伝送路として,有線回線また

は単一無線回線が考えられ,それぞれ次のような特徴がある｡

(1)有線回線は比較的距離の短い地点に少数(10局以下)の観測

点がある場合には経済的であるとされている｡特に航空機
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図4 オンライン騒音データ収集処理システムの構成例 本例は伝送路に有線回線を用いて,

精密なデータを収集,処王里するためのものである｡

Fig･4 An Example of On-1ine System

騒音監視の場合には,観測点と中央局が1対1で接続され

るため,ピーク値を即時伝送でき,観測点に記憶装置を必

要としない｡したがって航空機騒音監視専用システムにお

いては有利である｡

(2)無線回線は広範囲に多数の観測点がある場合には有利と

されており,他のたとえば大気汚染監視などと共用するこ

とが考えられる｡ただし,この場合にはデータの伝送は中

央局の指令に基づき,一時に一一観測点のデータしか伝送て

きず,データ収集の周期が長くなるので(10分ないし1時

間),観測局にこの間のデータを記憶するためのなんらかの

装置が必要である｡

5.2 オンライン処理の内容

常時監視のためのデータ処理の内容は前述のオフライン処

理の場合に準ずる｡処理システムでは,各種データの統計処

理を行ない,日報,月報または年報の形で作表する｡また,

予測などの高度な処理を行なうための上位コンピュータへの

転送(オンライン)(9)とか,ファイルの作成(オフライン)の機

能を持たせることむ考えられる｡

なお,WECPNLを(3)式の簡略計算によらず,精密計算(10)

による場合には,騒音をいったんデータレコーダなどに収録

した後,別途再生し演算したほうが経済的であろう｡

5.3 システムの一例

図4はオンラインによる航空機騒音のための常時監視シス

テムの一例を示すものである｡本例は伝送路に有線回線を用

いて,精密なデータを収集,処理する場合である｡

各観測点のテレメータ送信装置は,騒音レベルを対数圧縮

し,その他のデータは観測装置から出力される電圧をA/D変

換して常時サイクリック伝送を行なう｡伝送はたとえば1,200

bit/sで0.1秒ごとに1フレ【ムのデ【タを伝送され,1フレー

ムには騒音値と気象要因1項目のデータが含まれる｡気象要

因データは最大8項目伝送することができ,8フレームに1

項目ずつ割り当てられている｡
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l司 結 吉

本論文は航空機騒音の統計処理のためのオンライン,オフ

ライン処理システムの一例およぴオフラインによるデータ処

理例につし､て述べたものである｡これらは一つの例を示した

にすぎず,また,どちらの方式をとるにしても,実状に即し

て最も経済的かつ効率的なシステムを考えればよい｡オンラ

インによる常時監視システムを考える場合には,なおデータ

の表示方法,苧竿報の出し方その他についても各種の方法があ

り,また他のシステム,たとえば上値コンピュータとの情報

処理の分担についても勘案する必要がある｡これらに関する

巧‾え方とか方法についてはすでに報告(g)が出されているので,

ニニでは省略する｡

本論文にホした方法は航空機騒音のみならず,自動車騒音,

環境騒音などの統計処理にももちろん応用可能である｡

故後に航空機騒音の解析処理のうえでご指導およぴご助言

を賜わった日本大学工学部教授守田栄,東京大学宇宙航空研

究所教授五十嵐寿一一の両氏に対し,また,要因分析をはじめ

とする統計解析処理をオナなううえでご指導,ご援助を賜わっ

た文部省統計数理研究所林知己夫部長および駒沢勉室長に対

し,感謝の意を表わす次第である｡
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